
　１．はじめに

　本稿の目的は、わが国における観光統計の整備と

活用の現状に関する整理および観光統計を活用した

需要関数モデルを用いた定量的評価を通じて、観光

統計の整備における「活用の視点」の重要性を明ら

かにすることにある。

　近年、人口の減少と経済の低成長が、わが国にお

ける喫緊の課題となってきている＊１。特に、地方部

において顕著な人口減少問題は、地域内市場の縮小、

産業の弱体化につながり、地域経済の成長を考えた

とき、大きな課題となりうる。このような社会経済

環境の変化を踏まえたとき、地域経済の担い手であ

る公的部門（政府）および民間部門（企業）の行動とし

ては、地域外に市場（需要）が期待できる産業の振興

に対する重点化が必要となってこよう。そのような

産業の一つが観光産業である。

　ただし、現在、国、地方公共団体ともに厳しい財

政赤字に直面している。このような財政制約問題を

踏まえたとき、効率的な政策施策の実施に対するニ

ーズが高まっていると考えられる。このニーズを満

たす一つの方策としては、政策一つひとつの立案

（Ｐｌａｎ）、実施（Ｄｏ）、評価（Ｃｈｅｃｋ）、改善（Ａｃｔｉｏｎ）を

的確に行うこと、すなわち政策評価の実行が挙げら

れる。近年の行政活動における説明責任への要請を

鑑みるとき、この政策評価は、より明確なものとな
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　本稿の目的は、わが国における観光統計の整備と活用の現状に関する整理を行うととも

に、観光統計を活用した需要関数モデルを用いて政府および民間による観光振興の効果を

定量的に評価することを通じて、観光統計の整備における「活用の視点」の重要性を明ら

かにすることにある。観光統計の整備にあたっては、観光関係主体としての政府や民間の

行動をはじめとする観光特性と観光需要の因果関係を明確に把握した上で、観光統計の整

備と観光政策施策の実施の間のポジティブ・フィードバックを形成していくことが必要で

ある。
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るように、定性的な評価から定量的な評価へと移行

していくことが求められていると考える。

　しかしながら、近年の観光統計に対する関心は、

地域ごとに異なる統計の基準統一化や不足している

統計の構築が中心的であり、定量的な評価に向けた

議論はあまりなされていない。観光統計の不備を直

視した上で、その整備に全力で取り組むという現在

の政府の方針自体は誤りではない。しかしながら、

上述したように、財政制約を背景として政策評価の

実施が求められている今日において、その整備には、

観光の政策段階における「活用の視点」が常に含ま

れている必要があると考えられる。総花的な観光統

計の整備に注力するがゆえに、結果として活用が困

難な統計が整備されてしまうとすれば、その整備施

策を有効とみなすことはできない。

　以上の問題意識を踏まえ、本稿では、はじめに、

わが国における観光統計の整備の現状を整理し、さ

らなる整備が必要な統計について検討を行う。その

上で、地方公共団体における観光政策評価について、

宮崎県を対象とした分析を通じて、統計の活用状況

に関する考察を行う（第２章）。次に第２章において

導出された知見を踏まえた上で、観光統計を活用し

た需要関数モデルを提示する。そして、そのモデル

を用いた定量的な評価を通じて、観光統計の整備に

おける活用の視点の重要性を明らかにする（第３章）。

最後に、第４章でまとめとする。

　２．観光統計の整備とその「活用の視点」に

　　　関する問題の所在

　２－１　観光統計の現状とその問題点＊２

　これまで、わが国では、国土交通省を中心とする

国の機関の他、都道府県や市区町村などの地方公共

団体および社団法人日本観光協会や財団法人日本交

通公社といった民間の研究機関によって、観光に関

連する統計データの調査、収集がなされてきた。

　内閣府経済社会統計整備推進委員会は、現在の観

光統計の問題点として下記の４点を挙げた上で、観

光政策の基礎として国、地方公共団体および民間団

体が連携して取り組みを進める必要性を指摘してい

る２５）。

�官民の主体がそれぞれの目的で統計を作成してい

るものの、包括的な統計がなく断片的な情報にと

どまっている

�統一的な基準がなく、統計間の比較が困難である

�統計調査における標本数が少ない

�公表の頻度や集計期間が一定でない

　これらの問題点は、観光に関する統計データが、

これまでの主たる統計の範疇に含まれていなかった

がゆえに、各主体において、可能な範囲で独自に整

備されてきた結果と考えられる。これらの問題点に

対し、近年、観光統計の体系化、充実の必要性が国、

民間問わずさまざまな委員会や研究会等で叫ばれて

おり、その施策が検討されている。たとえば、国土

交通省国土交通政策研究所では、全国同一基準で正

確な観光統計が、さまざまな要因に対応した観光政

策の立案に必要であり、また実績に基づく観光政策

の評価・検証を可能とするとともに、人の動きを把

握するという意味で、観光を含む地域政策全般の立

案・検証に必要な統計であると述べている２２）。

　これら観光関連の各種委員会および研究会＊３にお

いて常に指摘される、現状の観光統計の主な課題を

整理すると、次の３点が挙げられる。

①観光統計における統一基準の策定

②「観光客」、「地域」等の用語の定義付け＊４

③観光客の動向のさらなる把握

　このうち、①の課題については、社団法人日本観

光協会が、観光統計の調査・集計方法の統一を目指

し、１９９６年に「全国観光客数統一基準」を作成して

いるが、現時点でこの基準を導入している都道府県

は７県にとどまっている＊５。また、③の課題につい

ても、２００３年から政府によって「旅行・観光消費動

向調査」が実施されているが、その規模は海外の類

似事例と比較してきわめて小さい。また、宿泊統計等

の整備と迅速な集計・公表の必要性が提起され、国

Ｏｃｔ.，２００６ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．３１，Ｎｏ．３ （　　）５７

観光統計の整備における「活用の視点」の重要性 ２３７

　＊１　２００５年実施の国勢調査の速報結果によれば、２０００年の調
査結果と比べ、４２道府県において人口増加率が低下また
は減少率が増加または同率であり、その傾向は特に地方
部において顕著である。詳しくは、総務省統計局ウェブ
サイト（ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｓｔａｔ．ｇｏ．ｊｐ／）を参照されたい。

　＊２　本節では、紙幅の関係上、観光統計のみを取り上げて検
討を加える。なお、統計整備全般についても、参考文献
２５）をはじめとして、社会経済状況の変化への対応の不
十分さを指摘する文献は多い。なお、わが国における政
府統計の体系については、参考文献１５）に詳しい。

　＊３　政府の委員会としては、「外国人観光客に係る統計情報
のあり方に関する研究会」「交通統計改善検討委員会」
や「観光立国推進戦略会議」「観光統計の整備に関する
検討委員会」などが挙げられる。

　＊４　この第二の課題は、第一の課題（統一基準の策定）と密
接にかかわっていると考えられるため、ここでは特に検
討しない。

　＊５　北海道、岐阜県、島根県、大阪府、鳥取県、山梨県、秋
田県の７道府県（採用順。出所：日本観光協会『数字で
みる観光２００５』Ｐ．９、２００５年）。



土交通省において検討が進められているにすぎない。

　このような低い進捗状況の要因として過去指摘さ

れてきたものは、

①変更費用の問題

②過去の統計データとの整合性の問題

を背景とする地方公共団体の消極的な姿勢である。

　２－２　観光統計の整備に向けた問題点

　しかしながら、観光統計にかかわる問題は、上記

２点の指摘のみにとどまらない。味水・鎌田・山内

が述べている１３）ように、観光統計整備の低い進捗

状況の要因としては、上記の問題に加え、

③観光統計の基準統一化の意義に関する不明確性の

問題

④基準が統一化された後の観光統計、さらなる把握

が可能になった後の観光客の動態の活用に関する

不明確性の問題

といった問題が考えられる。すなわち、現時点にお

いて、観光統計の活用の形態に関する具体的な枠組

みがほとんど示されていない。言い換えるならば、

観光統計の整備において、その「活用の視点」が欠

如しているのである。低い進捗状況にとどまってい

る観光統計の整備に注力することは誤りではないも

のの、「どのような目的のために、どのような統計

情報を整備するのか」という活用の視点がないまま

の統計整備は、結果として活用が困難な統計の整備

につながるおそれを有している。

　したがって、国および地方公共団体には、整備後

の観光統計の活用形態に関する検討を行い、その結

果を民間に提供する、または自ら利用することが求

められていると考えられる。

　それでは、観光統計における「活用の視点」を踏

まえたとき、既存の観光統計をどのように捉えれば

よいであろうか。一つの考え方として、活用形態を

踏まえた統計の分類が有効であると考える。たとえ

ば国土交通省総合政策局観光企画課などは、わが国

の観光関連統計の整理を行っている２４）。これらの

整理は有用ではあるものの、統計調査上の技術的要

素に基づく分類が主であり、観光統計の活用を意図

した分類は、見受けられない。観光統計の主要な目

的が公共部門による適切な観光政策の立案、実施、

評価であるとするならば、観光客の動態や経済動向

を地域（観光地）ごとに、政府の政策目的や企業の事

業目的と組み合わせた統計データを整備することに

よって、政府による政策施策の効率性や有効性の向

上を試みることが必要である。なお、この分類の適

用対象は、政府が整備する統計に限られない。観光

統計は、社団法人日本観光協会や財団法人日本交通

公社といった、民間の研究機関においても整備され

てきている。また、統計目的ではないものの、民間

の観光事業者が有している業績・事業・財務データ

や、政府が観光政策の評価に用いている政策評価シ

ートにおけるデータ等も、観光に関連するデータと
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Table 1　観光特性とその構成要素

構成要素観光特性

観光入込客数、発生集中量、宿泊数、
観光目的、利用交通機関

地域別観光客の
動態

価格、所得、消費額、観光施設、
観光資源数、季節性等

地域別経済・
市場環境

観光関連投資額・水準、インフラ投資額・
水準、キャンペーンやイベントの規模等

地域別観光
公共投資

設備投資額・水準、観光業のマーケティング
戦略、観光キャンペーンやイベントの規模、
回数等

地域別観光
民間投資

出所）参考文献１３）に修正、追加。

Table 2　地域別特性別観光関連統計データ

観光特性

観光民間投資観光公共投資経済・市場環境観光客の動態

宿泊白書①
観光地動向調査①
観光事業者財務データ

都道府県別政策
評価シート

宿泊白書①
観光地動向調査①

宿泊白書①
観光地動向調査①
観光事業者業績・事業データ

観光地
別

地
域
区
分

サービス業基本調査⑤
旅行・観光消費動向調査①
数字でみる観光①

道路統計年報①
地方財政統計年
報①

観光白書①

県民経済計算年報①
数字でみる観光①
温泉利用状況①
ＮＩＴＡＳ（特定年）
全国旅行動態調査⑤
旅行・観光消費動向調査①

都道府県別入込客数調査①
全国幹線旅客純流動調査⑤
全国旅行動態調査⑤
幹線鉄道旅客流動実態調査⑤
航空旅客動態調査⑤
旅行・観光消費動向調査①
ＪＴＢＦ旅行者動向調査①

都道府
県別

観光の実態と志向①地方別

余暇活動に関する調査①全国
注）①⑤の数字は実施間隔年を表す。なお、観光に関連性の高い統計データのみ掲示。
出所）参考文献１３）に追加修正。



して有用だと考えられる。従来の統計の概念にとら

われず、既存の、利用可能性の高いデータを含めて

活用していくことが重要である。

　以上の考え方を踏まえ、観光統計の分類基準とし

ての観光特性の整理を示したものがTable 1であり、

それに基づく観光関連統計データを整理したものが

Table 2である。特にTable 2に示すように、観光地

別データのうち、現時点で活用可能な統計データは

限られており、観光地別の分析を行うことは実質的

に困難である。Table 2に示す観光関連の統計デー

タを充実させた上で、それらを適切に選択し、政策

や事業の意思決定に活用していくことが重要であ

る＊６。

　２－３　政策評価における観光統計の活用の問題点

　観光統計は、政策の意思決定において、どのよう

に活用されているのであろうか。本節では、地方公

共団体の一例として、宮崎県における観光政策評価

を取り上げ、考察を加えることとしたい＊７。

　宮崎県における政策評価、施策評価および事業評

価の評価シートは、宮崎県総合長期計画「元気みや

ざき創造計画」に掲げる２５の政策ごとに分けて示さ

れている。このうち、観光に関連する政策としては、

「観光・リゾート・交流などが盛んな社会（Ⅳ力強い

産業が営まれる社会－６）」が挙げられる。

「観光・リゾート・交流などが盛んな社会」の政策

評価シートにおいて、成果指標として用いられてい

るものは、県外観光客数等６項目である（Table 3）。

　複数の統計データを成果指標として用いることで、

総合的に評価しようとする考え方は評価できる。し

かしながら、上記の成果指標結果が生じた要因の分

析としては、指標に影響を与えた外部要因（景気の

低迷や、地域間競争の激化など）、政策を取り巻く

社会経済情勢の変化に関する定性的分析および政策

実施内容の説明にとどまっている。したがって、当

該政策の実施内容が、それら外部要因の影響を受け

つつ、どのように成果指標結果に結びついたのかに

関する定量的な評価はなされていない。また当該政

策の効果については、県民意識調査結果を示してい

るのみであり、上記の成果指標結果が宮崎県の産業、

経済、社会にどのように寄与したのかに関する定性

的、定量的評価はなされていない（Table 4）。

　宮崎県の観光政策担当者に対するインタビュー調

査においても、定量的な観光関連の統計データが不

十分なことを理由として、定性的な記述を重視して

いるとの姿勢が示されており、それ自体は否定され

るべきものではない。しかしながら、そのような活

用形態では、各政策施策それぞれの効果の検証は困

難であり、また地域間比較等の実施も難しい。その

ような状況の下で、観光統計の基準統一化を行った

としても、その効果は小さいと考えられる。

　以上示したように、地方公共団体における観光政

Ｏｃｔ.，２００６ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．３１，Ｎｏ．３ （　　）５９

観光統計の整備における「活用の視点」の重要性 ２３９

Table 3　「観光・リゾート・交流などが盛んな社会」における成果指標

Ｈ２１年Ｈ１８年Ｈ１７年Ｈ１６年Ｈ１５年Ｈ１４年項目成果指標名番号

５，３００５，０００４，９００４，８００－－目標値
県外観光客数（千人）１

調査中４，７３９４，８８０実績値

７，９００７，６００７，５００７，４００－－目標値
県内観光客数（千人）２

調査中７，３１１７，５０６実績値

１，０５０９８０９４５９１０－－目標値
観光消費額（億円）３

調査中８８０９３０実績値

２，７００２，６７０２，６６０２，６５０－－目標値
コンベンション延参加者数（百人）４

２，１６２２，６２９２，４６１実績値

１，１３０１，０９４１，０８２１，０６０－－目標値
スポーツキャンプ延参加者数（百人）５

１，１５４１，０５８８９２実績値

１，５００１，２００１，１００７２０－－目標値県の観光ホームページ「旬ナビ」へ
のアクセス件数（千件）６

９６０４３３－実績値

出所）宮崎県庁ウェブサイト（ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｐｒｅｆ．ｍｉｙａｚａｋｉ．ｌｇ．ｊｐ）。

Table 4　県民意識調査結果

豊かな自然、歴史、文化などの地域資源を生かし
て、訪れた人々に癒しと心の豊かさを提供する観
光交流が展開される社会づくりがどのぐらい進ん
でいると思いますか。

質
問

５２．３％①進んでいる＋ある程度進んでいる
回
答 ３８．８％②あまり進んでいない＋進んでいない

８．９％③わからない

出所）宮崎県庁ウェブサイト（ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｐｒｅｆ．ｍｉｙａｚａｋｉ．ｌｇ．ｊｐ）。

　＊６　このほか、観光統計の整備に関する知見については、参
考文献１３）を参照されたい。

　＊７　紙幅の関係上、本稿では事例として宮崎県のみを提示し
ている。ただし、筆者が同時期にインタビュー調査を行
った他の３県（大分県、鹿児島県、熊本県）においても、
ほぼ同様の傾向が見受けられた。



策評価は、一般に定性的な説明を行う水準にとどま

っている。すなわち、既存の観光関連の統計データ

を十分に活用し、個別の政策の効果を明らかにして

いるとは言いがたい。したがって、次章では、観光

統計を活用した需要関数モデルに基づく定量的評価

を通じて、今後の観光統計整備のあり方と観光政策

施策の方向性に関する政策的示唆を導出することと

したい。

　３．観光統計を活用した需要関数モデルに基づく

　　　定量的評価

　３－１　観光統計を活用した需要関数モデルの設定

　本節では、経済学の観点から、観光統計を活用し

た需要関数モデルを検討するとともに、今後の観光

政策評価における当該モデルの利用の試みとして、

政府および民間の行動について、モデルに基づく定

量的評価を実施する。

　経済学の分野において、観光客（観光需要）の生成

要因を導出する手法としては、需要関数の推定が考

えられる。はじめに、他の一般財と同様、観光にお

ける需要関数として、観光の需要量が、所得、観光

財の消費に要する価格およびその他競合する財の価

格によって表される関数として定義する（式�）。

　　���（���������）………�

�：観光の需要量

�：所得

��：観光財の消費にかかる価格（観光財価格）

��：その他競合する財の価格（その他の財価格）

　ただし、Ｑｕａｎｄｔ　ａｎｄ　Ｂａｕｍｏｌなどが指摘してい

る３）ように、交通需要の推定にあたっては、社会経

済、地理、人口統計といった、外生的変数を用いる

必要があり、この必要性は観光（交通）需要に関して

も当てはまると考える。したがって、観光の需要関

数を具体的に推定するに際しては、式�で示した価

格と所得のほかに、当該観光需要に大きな影響をお

よぼすと考えられる要因を考慮することが必要とな

る。すなわち、それら要因を反映する変数の追加が不

可欠である。第２章で整理したように、観光の場合、

上記の要因としては、経済・市場環境、観光公共投

資、観光民間投資などが考えられる。上述した式�

にこれらの要因を加味した需要関数が式�である。

　　���（�������������������������������）………�

ただし、式�以外の変数は下記のとおりである。

�：経済・市場環境

�������：観光公共投資

��������：観光民間投資

　したがって、本節では、式�に示される観光需要

関数をベースとして観光統計を活用した需要関数モ

デルを設定し、そのモデルに基づき政府および民間

の投資行動の定量的評価を実施する。

　なお、観光需要は、ある地域から他の地域への移

移動を伴うものであり、観光地だけでなく発生地

（需要地）でも捉えることが想定される。観光地の視

点と需要地の視点という二つの視点から観光需要を

捉えることで、観光需要の生成要因をより明確に把

握することが可能になりうる。

　３－２　観光統計を活用した需要関数モデルの検

討に資する先行研究

　上述したように、本章の目的は、観光統計を活用

した需要関数モデルを検討した上で、今後の観光政

策評価における当該モデルの利用の試みとして、モ

デルに基づく政府投資、民間投資などの定量的評価

を実施することである。観光統計の活用に直接的に

関連する先行研究はほとんど見受けられないが、経

済学を基礎として観光交通に関する需要関数を推定

する試み、また非日常交通としての観光交通を交通

計画の観点から認識し、交通需要予測の精緻化を図

る試みが、それぞれなされてきた。本節では、これ

ら定量的評価に関する先行研究について、簡単な整

理を行う。

　第一に、経済学を基礎とした観光交通の需要関数

の推定に関する最近の研究としては、訪日外国人の

需要を分析した麻生６）、米国、英国、日本等を対象

に海外旅行の需要関数を推定したＤｉｖｉｓｅｋｅｒａ１）や

Ｓｙｒｉｏｐｏｕｌｏｓ　ａｎｄ　Ｓｉｎｃｌａｉｒ５）、英国のパッケージツア

ー価格に関する分析を行ったＭａｎｇｉｏｎ，　Ｄｕｒｂａｒｒｙ 

ａｎｄ　ＳｙｒｉｏｐｏｕｌｏｓＳｉｎｃｌａｉｒ２）等が挙げられる。ただし、

本章で検討するような、観光統計の活用に関する視

点は含まれておらず、政府の政策行動、民間の投資

行動に関連する要因（変数）が含まれているものもほ

とんどない。

　第二に、土木計画学の分野においては、交通需要

予測の精緻化を主な目的とした、さまざまな先行研

究が存在する＊８。たとえば、観光行動の特徴の一つ

である周遊行動に関する主要な先行研究として、自

動車交通を対象に集計ネスティッド・ロジット・モ

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．３１，Ｎｏ．３ 平成１８年１０月（　　）６０

味水佑毅２４０



デルを適用した森杉・林山・平山１６）などが挙げら

れる。また、観光交通の発生量自体に関する主要な

先行研究としては、全国観光交通実態調査結果を用

いて、県民所得や自動車保有率、道路整備水準とい

った地域属性を考慮しつつ、発生量モデルの構築お

よび分析を実施した山田・屋井・中村・兵藤１９）な

どが挙げられる。

　観光交通行動に関する研究の多くは、その再現性

の向上を主目的として、ある特定の地域を対象とし

た実証分析を通じた交通行動モデルの精緻化を図っ

ている。そのメリットとしては、�個人行動の詳細

な把握が可能なため、交通需要予測が可能、�モデ

ル化されているため、（データの入手が困難でなけれ

ば）他地域への適用も容易、といった点が挙げられる。

しかしながら、共通する特徴として、アンケート調

査によって作成されたデータを用いることが多く、

一般に入手可能な統計データのみを用いた研究はほ

とんどない＊９。その理由として、山田・中村・樋口

は、利用可能かつ全国的な調査がないことを挙げて

いる１８）が、上記の特徴は、時系列、地域間比較が

困難、といったデメリットにもなりうることは否め

ない。

　以上示した先行研究も踏まえ、３－３節および３

－４節では、観光統計を活用した需要関数モデルに

基づく定量的な評価を、観光需要の発地、着地の両

面から行うこととしたい。

　３－３　観光統計を活用した需要関数モデルの定

量的評価：観光地の視点

　本節では、３－１節で示した観光需要関数式�に

基づき、観光地の視点から、観光統計を活用した需

要関数モデルを設定し、各観光特性の定量的な検討、

評価を行う。

　式�および第２章で示した観光特性を踏まえて特

定化した推定モデルが、式�である。

　　　　　　　　　　　　　　　　………�

　　 

��：観光の需要量（観光地訪問客数）

��：観光地の観光財消費にかかる価格（観光財価格）

��：観光地の経済・市場環境（レクリエーション施

設）

��：観光地の経済・市場環境（自然資源）

��������	：観光地の観光公共投資（ソフト面）

��������	：観光地の観光公共投資（ハード面）

��������：観光地の観光民間投資

��������・�����・�����・��
　�����・��������	���・��������	���・��������

　具体的には、次に示すとおりである＊１０。

　まず、被説明変数の「��：観光の需要量（観光地訪

問客数）」として、「観光客の動態」における［観光

入込客数（都道府県別入込客数調査：カッコ内は出

所。以下同様） ＊１１］をとる。

　次に、説明変数においては、第一に、「��：観光

地の観光財の消費にかかる価格（観光財価格）」とし

て、「経済・市場環境」における［発地－観光地間

交通一般化費用（ＮＩＴＡＳ＊１２）］を用いる。この変数

は、観光地への時間距離と運賃の合計（一般化費

用）＊１３を表しており、一般化費用が小さいほどア

クセスがしやすく、観光需要が大きいと想定する。

したがって、符号条件はマイナスである。第二に、

「��：観光地の経済・市場環境（レクリエーション

施設）」として、「経済・市場環境」における［観光

資源数（レクリエーション施設、展示施設数：数字

でみる観光）］を、「��：観光地の経済・市場環境（自

然資源）」として、［自然資源数（温泉地数：数字で

みる観光）］を、それぞれ用いる。これらの変数は、

観光地固有の市場環境要因を表しており、観光地に

おいて観光に関する資源が多いほど、観光行動の選

Ｏｃｔ.，２００６ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．３１，Ｎｏ．３ （　　）６１
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　＊８　先行研究をまとめている文献としては、参考文献１４）、
９）などが挙げられる。また、山田・岡本・田村・兵藤・
古屋・角・森川は、観光交通の調査と分析技法の必要性
と課題、展望等を整理している２０）。なお、本節で挙げ
ている論文の他にも、魅力度評価など、さまざまかつ多
数の研究がなされていることは言うまでもない。詳しく
は、参考文献２０）ｐ．１１１９の図１－１を参照されたい。

　＊９　統計データの利用を試みている論文としては、参考文献
１２）が挙げられる。

　＊１０　なお、所得（�）およびその他の財価格（��）についても
検討を加えたが、推定において有意な結果を得られなか
ったため、変数から除いている。

　＊１１　観光入込客数データの利用可能性については、統一基準
の適用水準など、議論があるところではあるが、本稿で
は、観光消費額など他の動態データとの相対的な比較検
討の上、利用していることに留意されたい。その精度向
上、他の動態データの利用は今後の課題である。

　＊１２　ＮＩＴＡＳとは、交通水準研究会で検討され、国土交通省
により整備された情報システムであり、道路、鉄道、航
空、船舶について、更新可能なネットワークデータを備
えている。そのため、パソコン上で複数の地点間（１ｋｍ
メッシュ）の所要時間、一般化費用を複数の基準ごとに
算出し、かつ社会経済指標との関係をビジュアルに分析
できるため、今後、地域交通網計画やモビリティによる
圏域構成などに活用が期待される。なおＮＩＴＡＳの利用
にあたりご協力いただいた国土交通省政策統括官付政策
調整官室に、改めて感謝の意を表したい。ただし、指標
利用にかかわる誤りは、すべて筆者の責任である。

　＊１３　各県庁間の最短時間移動を想定し、その一般化費用を、
「全国幹線旅客純流動調査」における観光目的データの各
ＯＤ交通量（欠落部分を除く）で加重平均している。



択肢も多く、観光需要が大きいと想定する。したが

って、符号条件はいずれもプラスである。第三に、

「��������	：観光地の観光公共投資（ソフト面）」として、

「観光公共投資」における［観光関連公共投資額（観

光費：地方財政統計年報）］を、「��������	：観光地の

観光公共投資（ハード面）」として、「観光公共投資」

における［道路インフラ公共投資額（一般道路事業

費：道路統計年報）］を、それぞれ用いる。これら

の変数は、観光地における観光活性化への公共部門

（政府）の取り組み水準を表しており、取り組みが積

極的に実施されていればいるほど、観光需要が大き

いと想定する。したがって、符号条件はいずれもプ

ラスである。第四に、「��������：観光地の観光民間投

資」として、「観光民間投資」における［旅館・娯

楽民間投資額（サービス業基本調査）］を用いる。

この変数は、観光地における観光活性化への民間部

門の取り組み水準を表しており、取り組みが積極的

に実施されていればいるほど、観光需要が大きいと

想定する。したがって、符号条件はプラスである。

以上の説明に基づくモデルにおける変数の概要は

Table 5に示すとおりである。

　なお、分析対象年度は全国幹線旅客純流動調査の

最新実施年度（結果公表分）の２０００年度であり、サン

プル数は４７都道府県のうち、観光入込客数を公表し

ていない東京都と大阪府を除く４５道府県である。以

上の変数から構成されるモデルに基づく推定結果を

示したものが、下記の式�である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　………�

　　 

ただしカッコ内の数値は�値。

　式�の調整済み決定係数は十分高く、符号条件も

満たしているほか、各変数の�値も「観光関連公共投

資額」を除き５％水準で有意な結果である。この結

果から、観光関連の公共投資や民間投資および観光

��������－���������－����・��������・��
　　　�（－����）　（－����）　（����）

　　　�������・���������・��������	
　　　　（����）　　（����）

　　　�������・��������	�������	
�・��������
　　　　（����）　　　（����）

　�����������

資源の整備の方向性や相対的な重要度を導出するこ

とができる。

　３－４　観光統計を活用した需要関数モデルの定

量的評価：需要地（発生地）の視点

　本節では、３－１節で示した観光需要関数式�に

基づき、需要地（発生地）の視点から、観光統計を活

用した需要関数モデルの定量的な検討、評価を行う。

　式�およ第２章で示した観光特性を踏まえて特定

化した推定モデルが、式�である。

　　　　　　　　　　　　　………�

　　 

��：観光の需要量（需要地出発客数）

�：需要地の所得

��：需要地の観光財消費にかかる価格（観光財価格）

��：需要地の経済・市場環境（レクリエーション施

設）

��：需要地の経済・市場環境（自然資源）

���：需要地の経済・市場環境（人口）

�������：需要地の観光公共投資

��������：需要地の観光民間投資

　具体的には、次に示すとおりである＊１４。

　まず、被説明変数の「��：観光の需要量（需要地出

発客数）」として、「観光客の動態」における［観光

目的発生交通量（全国幹線旅客純流動調査）］をとる。

　次に、説明変数においては、第一に、「�：需要

地の所得」として、「経済・市場環境」における

［１人当たり県民所得（県民経済計算年報）］を、

「��：需要地の観光財の消費にかかる価格（観光財価

格）」として、「経済・市場環境」における［発地

－観光地間交通一般化費用（ＮＩＴＡＳ）］を、それぞ

れ用いる。これらの変数は、需要地における所得水

準と需要地から観光地に向かう時間距離と運賃の合

計（一般化費用）をそれぞれ表しており、所得水準が

高ければ高いほどまた一般化費用が小さいほどアク

セスがしやすく、観光需要が大きいと想定する。し

たがって、符号条件は前者がプラス、後者がマイナ

スである。第二に、「��：需要地の経済・市場環境

（レクリエーション施設）」として、「経済・市場環

境」における［観光資源数（レクリエーション施設、

展示施設数：数字でみる観光）］を、「��：需要地

の経済・市場環境（自然資源）」として、［自然資源

数（温泉地数：数字でみる観光）］を、「���：需要

��������・����・�����・��
　�����・�����・���

　�����・����������・��������
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　＊１４　なお、その他の財価格（��）についても検討を加えたが、
推定において有意な結果を得られなかったため、変数か
ら除いている。



地の経済・市場環境（人口）」として、［人口（国勢

調査）］を、それぞれ用いる。これらの変数は、需要

地固有の市場環境要因を表しており、需要地におい

て観光に関する資源が多いほど、需要地内における

観光行動の選択肢が多いため、他地域に向かう観光

需要は小さくなる一方で、需要地における人口が多

いほど、他地域に向かう観光需要は大きくなると想

定する。したがって、符号条件は資源数に関する前

２者がマイナス、人口に関する後者がプラスである。

第三に、「�������：需要地の観光公共投資」として、「観光

公共投資」における［観光関連公共投資額（観光費：

地方財政統計年報）］を用いる。この変数は、需要地

における観光活性化への公共部門（政府）の取り組み

水準を表しており、需要地において取り組みが積極

的に実施されていればいるほど、需要地内における

観光行動の魅力が高まるため、他地域に向かう観光

需要が小さくなると想定する。したがって、符号条

件はマイナスである。第四に、「��������：需要地の観

光民間投資」として、「観光民間投資」における［旅

館・娯楽民間投資額（サービス業基本調査）］を用い

る。この変数は、需要地における観光活性化への民

間部門の取り組み水準を表しており、需要地におい

て取り組みが積極的に実施されていればいるほど、

需要地内における観光行動の魅力が高まるため、他

地域に向かう観光需要が小さくなると想定する。し

たがって、符号条件はマイナスである。以上の説明

に基づくモデルにおける変数の概要はTable 6に示

すとおりである。

　なお、前項同様、分析対象年度は２０００年度であり、

サンプル数は東京都、大阪府も含む４７都道府県であ

る。以上の変数から構成されるモデルに基づく推定

結果を示したものが、下記の式�である。

　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　………�

Ｏｃｔ.，２００６ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．３１，Ｎｏ．３ （　　）６３

観光統計の整備における「活用の視点」の重要性 ２４３

��������－����������	��
�・�－����・��
　　　（－����）　（����）　（－����）

　　　－�����・��－������・�������・���

　　　（－����）　　（－����）　　（����）
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　�����������

Table 5　変数の概要および記述統計量

出所標準偏差平均値符号条件単位意味変数

「全国観光地動向」３７，６５０５２，７０１千人観光入込客数��

「ＮＩＴＡＳ」
「全国幹線旅客純流動調査」７，８５４１５，８６５－円発地－観光地間交通一般化

費用（ＯＤ交通量別加重平均）��

「数字でみる観光」２９４５５９＋箇所数観光資源数（レクリエーショ
ン施設、展示施設）��

「数字でみる観光」４７６２＋箇所数自然資源数（温泉地）��

「地方財政統計年報」「全国
都道府県市区町村別面積調」２．６９２．５５＋百万円／

ｋｍ２
観光関連公共投資額／面積

（過去５年度分）���������

「道路統計年報」「全国都道
府県市区町村別面積調」８８．７２１４６．５６＋百万円／

ｋｍ２
道路インフラ公共投資額／
面積（過去５年度分）���������

「サービス業基本調査」
「数字でみる観光」０．７５１．３２＋百万円／

室
旅館・娯楽民間投資額／旅

館・ホテル客室数��������

Table 6　変数の概要および記述統計量

出所標準偏差平均値符号条件単位意味変数
「全国幹線旅客純流動調査」１２，２６７１２，８９１人観光目的発生交通量��
「県民経済計算年報」
「全国物価統計調査」２．６６３０．２０＋千円１人当たり県民所得／地域

差指数�

「ＮＩＴＡＳ」
「全国幹線旅客純流動調査」７，３０３１６，３３８－円発地－観光地間交通一般化

費用（ＯＤ交通量別加重平均）��

「数字でみる観光」６５．１８１０２．９６－箇所数
／ｋｍ２

観光資源数（レクリエーショ
ン施設、展示施設）／面積��

「数字でみる観光」４．６９９．１７－箇所数
／ｋｍ２自然資源数（温泉地）／面積��

「国勢調査」２，５１６２，７００＋千人人口���
「地方財政統計年報」「全国
都道府県市区町村別面積調」３．６１２．９７－百万円

／ｋｍ２
観光関連公共投資額／面積

（過去５年度分）�������

「サービス業基本調査」
「数字でみる観光」７７．５０８３．４０－百万円／

箇所数
旅館・娯楽民間投資額／観

光資源数��������



ただしカッコ内の数値は�値。

　式�は、すべての変数において符号条件を満たす

結果であるが、調整済み決定係数は中程度にとどま

っている。これは、Table 2で示したように、観光

地別の観光特性データの整備が不十分であるため、

都道府県別データを利用していることが大きな要因

として影響していると考えられる。この結果は、今

後、観光地別の観光特性データの整備を都道府県別

の観光特性データのさらなる充実よりも優先して行

うべきであることを示唆していると考えられる。

　３－５　観光統計を活用した需要関数モデルに基

づく定量的評価からの示唆

　３－３節および３－４節において実施した、観光

統計を活用した需要関数モデルに基づく定量的評価

の結果からは、観光特性のうち、観光関連の公共投

資や民間投資などについて、具体的な投資の適正水

準とまではいかないものの、その方向性や相対的な

効果水準などに関する政策的な示唆が導出できた。

また、観光財価格や経済・市場環境としての観光資

源などが観光客の動態に与える影響の水準について

も政策的な知見が得られた。

　今後、政府は、上記の観光統計を活用した需要関

数モデルに基づく定量的評価の推定結果から得られ

た知見を活かし、観光客数を増加させる効果の大き

い政策施策を優先的に実施するとともに、民間の投

資行動を、より大きな効果のある方向に誘導してい

く必要がある。それとともに、観光客数の主たる増

加要因の観光特性について、重点的に統計の整備お

よび充実化を図っていくことが重要である。

　また、需要関数モデルの改善の観点からは、統計

のさらなる整備と充実化を踏まえ、より具体的な政

策メニューを観光特性として取り込みつつ、観光の

実態を可能な限り反映させ得るものにしていくこと

が求められている。

　４．結論

　本稿では、観光統計の整備における「活用の視点」

の重要性を明らかにすることを目的として、わが国

における観光統計の整備と活用の現状に関する整理

を行うとともに、観光統計を活用した需要関数モデ

ルを用いた定量的な評価を行った。

　そこからは、「ある地域の観光需要（観光客）を増

加させる、より具体的な要因（観光特性）は何か、そ

の要因を通じた観光需要増加のためにはどの主体が

どのような行動を優先的にとるべきか」という観点

に関する政策的な示唆が得られた。

　これまで指摘されてきたように、観光関連の統計

データの整備水準、内容には今後改善の余地がある

ことは疑う余地がない。それゆえ、今後観光統計の

整備が喫緊の課題であるが、その整備の方向性次第

では、得られる政策的効果が大きく変化してくると

考えられる。

　そのとき、本稿における分析から得られた知見を

踏まえ、「的確な統計整備に基づく、より有効性観

光政策の実現」と「的確な観光政策の現状把握に基

づく、より必要性の高い統計整備の実現」というポ

ジティブ・フィードバックを形成していくことが重

要である＊１５。

　利用可能な統計データに関するより広範囲な調査、

より具体的な政策メニューの提示に資する詳細な統

計分類の検討、政策評価の実態に関するさらなる調

査およびそれらに基づく個別の観光政策に関する定

量的評価の実施、検討が今後の課題である。
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